
法律第二十一号（平一六・三・三一） 

  ◎児童福祉法等の一部を改正する法律 

 （児童福祉法の一部改正） 

第一条 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）の一部を次のように改正する。 

  第五十条第六号の二中「及び」の下に「第四号の二並びに」を加える。 

  第五十一条第四号を次のように改める。 

  四 市町村の設置する保育所における保育の実施に要する保育費用 

  第五十一条第四号の次に次の一号を加える。 

  四の二 都道府県及び市町村以外の者の設置する保育所における保育の実施に要す

る保育費用 

  第五十三条中「第三号まで」の下に「及び第六号の二」を、「第二号」の下に「、

第四号」を加える。 

  第五十五条中「第四号」を「第四号の二」に改める。 

  第五十六条第三項中「第五十一条第四号」の下に「若しくは第四号の二」を加える。 

 （国民健康保険法の一部改正） 

第二条 国民健康保険法（昭和三十三年法律第百九十二号）の一部を次のように改正す

る。 

  第六十九条第一項を削り、同条第二項中「介護納付金」を「介護保険法の規定によ

る納付金（以下「介護納付金」という。）」に改め、同項を同条とする。 

 （児童扶養手当法の一部改正） 

第三条 児童扶養手当法（昭和三十六年法律第二百三十八号）の一部を次のように改正

する。 

  第二十一条の二を削る。 

  第二十七条中「市町村長（」の下に「特別区の区長を含むものとし、」を、「当該

市町村」の下に「（特別区を含む。）」を加える。 

 （児童手当法の一部改正） 

第四条 児童手当法（昭和四十六年法律第七十三号）の一部を次のように改正する。 

  第十八条第四項中「費用」の下に「（市町村長が第八条第一項の規定により支給す

る児童手当の事務の処理に必要な費用を除く。）」を加える。 

  第十九条第二項を削る。 

  附則第六条第二項中「第十九条第一項」を「第十九条」に、「費用及び当該給付の

事務の処理に要する費用」を「費用」に、「予想総額及び当該給付の事務の処理に要

する費用の見込額の合算額」を「予想総額」に改める。 

  附則第七条第四項及び第八条第四項中「第十九条第一項」を「第十九条」に改める。 

 （介護保険法の一部改正） 

第五条 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）の一部を次のように改正する。 



  第三十八条第二項中「以下」の下に「この条において」を加える。 

  第百二十六条を次のように改める。 

 第百二十六条 削除 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十六年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この法律による改正後の規定は、平成十六年度以降の年度の予算に係る国又は

都道府県の負担（平成十五年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成十

六年度以降の年度に支出される国又は都道府県の負担を除く。）について適用し、平

成十五年度以前の年度における事務又は事業の実施により平成十六年度以降の年度に

支出される国又は都道府県の負担及び平成十六年度以降の年度に行われる第三条の規

定による改正前の児童扶養手当法第二十一条の二の規定に基づく交付金の交付につい

ては、なお従前の例による。 

 （地方財政法の一部改正） 

第三条 地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）の一部を次のように改正する。 

  第十条第十四号中「経費」の下に「（地方公共団体の設置する保育所における保育

の実施（児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十四条第二項に規定する

保育の実施をいう。）に要する経費を除く。）」を加え、同条第十六号中「国民健康

保険の事務のうち介護納付金の納付に関する事務の執行並びに」を削る。 

（総務・厚生労働・内閣総理大臣署名）  


